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研究要旨 

 医師の偏在は、地域間・診療科間のそれぞれにおいて、長きにわたり課題として認識されながら、現

時点においても解消が図られていない医療政策上の重要な課題の一つである。医師偏在の解消のた

めに、単に医師の養成数を増加させるだけでは解消しないことは先行研究でもすでに指摘されており、

国も、さまざまな医師偏在対策を講じてきている。 

本年度の本研究班では、医師偏在指標とその推移、医師少数区域の医師確保に向けた兼業医師

の実態把握と地域・出身大学等との関係の２分野について検討を行った。 

医師偏在指標とその推移に関する研究では、都道府県が策定することとなった医師確保計画にもと

づき医師確保・医師偏在是正対策を行うにあたって、国が新たに示した「医師偏在指標」に着目し、過

去における地域ごとの医師偏在指標を算出し、第１期の医師確保計画の期間と同じ４年間でどの程度

医師偏在指標が変化したかを都道府県、二次医療圏ごとに算出することを通じて、過去の医師確保・

偏在対策により、医師偏在指標がどのように変化しているか確認、医師偏在対策の効果検証のための

基礎資料を得た。 
医師少数区域の医師確保に向けた兼業医師の実態把握と地域・出身大学等との関係に関する

研究では、近年増加している、2 施設以上で勤務する兼業医師が医師少数区域の医療を支えてい

る実態を踏まえ、2004 年から 2021 年の株式会社日本アルトマークのデータを用いて複数施設

で勤務する医師（兼業医師）の実態を明らかにし、医師少数区域での医療提供体制のあり方を検

討することを目的に検証を行った。 



 
 

A. 研究目的 

 

 医師偏在は、地域間・診療科間のそれぞれにお

いて、長きにわたり課題として認識されながら未だ

に解消が図られていない医療政策上の重要課題

である。 

医師偏在の解消のためには、単に医師の養成

数を増加させるだけでは解消しないことは先行研

究でもすでに指摘されており、国も、さまざまな医

師偏在対策を講じてきている。 

本年度の本研究班では、医師偏在指標とその

推移、医師少数区域の医師確保に向けた兼業医

師の実態把握と地域・出身大学等との関係の２の

分野について検討を行った。 

医師偏在指標とその推移に関する研究では、

都道府県が医療計画の中に医師確保計画を策

定し、医師確保・医師偏在是正対策を行うにあた

って、国が新たに示した「医師偏在指標」に着目

し、地域ごとの医師数の推移を過去にさかのぼっ

て医師偏在指標を算出し、この期間における医師

確保・偏在対策が、医師偏在指標にどのような影

響を与えるかを確認することを通じ、医師偏在対

策の効果検証のための基礎資料を得ることを目

的とした研究を行った。 

医師少数区域の医師確保に向けた兼業医師

の実態把握と地域・出身大学等との関係に関する

研究では、2 施設以上で勤務する兼業医師が増

加しており、兼業医師が医師少数区域の医療を

支えている実態があることを踏まえ、多拠点で勤

務する兼業医師の実態を明らかにし、医師少数

区域での医療提供体制のあり方を検討することを

目的とした研究を行った。 

 

B． 研究方法 

 

（１） 医師偏在指標とその推移に関する研究 

国が新たに開発した医師偏在指標を、2000 年

以降の人口・医師数・受療率に適用、一定の仮定

を置いた上で算出し、４年間でどの程度医師偏在

指標が変化したかを都道府県、二次医療圏ごと

に算出し、医師偏在指標を用いる際の留意点等

について検討した。 

  

（２）  医師少数区域の医師確保に向けた兼業医

師の実態把握と地域・出身大学等との関係 

 2004 年から 2021 年の株式会社日本アルトマ

ークのデータを用いて複数施設で勤務する医師

（兼業医師）の都道府県別、二次医療圏別の割合

および医師少数区域で勤務する兼業医師の年代、

診療科、出身大学を検証した。 

 

 

C. 研究結果 

 

（１） 医師偏在指標とその推移に関する研究 

2000年~2014年を起点とした場合、4年間で、

都道府県単位で見ると、医師少数都道府県から

2~4 都道府県が医師中位都道府県になり、医師

中位・医師多数から医師少数になる都道府県は

ないことを確認した。一方、二次医療圏単位で見

た場合、4年間で医師少数区域から、医師中位区

域以上に6~39医療圏がなっている一方、医師中

位以上の区域から医師少数区域になる二次医療

圏も散見（1~18 医療圏）されていることが確認さ

れた。 

また、医師少数都道府県の変化率については、



 
 

大きな変化が認められないものの、医師少数都道

府県の変化率を見ると、2000 年代の中盤までは

4 年間で医師少数区域から医師中位区域以上に

となる二次医療圏は減少傾向にあったが、その後

は、医師少数区域から医師中位区域以上になる

二次医療圏数は増加傾向を示していたことが確

認された。 

 

（２） 医師少数区域の医師確保に向けた兼業医

師の実態把握と地域・出身大学等との関係 

東日本では兼業医師の占める割合が高く、西

日本では低い傾向がみられた。また、都道府県内

の二次医療圏でも大きなばらつきが確認された。

医師少数区域で兼務する医師は、30 代から 60

代まで幅広く、診療科別では内科や外科、整形

外科が多かった。出身大学では、自治医科大学、

岩手医科大学、獨協医科大学、東北大学が多か

った。 

 

Ⅾ．考察 

 

（１） 医師偏在指標とその推移に関する研究 

都道府県単位では大きな傾向を把握すること

はできなかったが、二次医療圏ごとに見た場合、

2000 年代の中盤にかけて医師少数区域となる水

準を 4 年間で超えてゆく二次医療圏数が減少し

ていたが、その後増加傾向に転じている点は興

味深い。今回の結果から因果関係を直接証明す

ることはできないものの、2000 年代の中盤には、

医師臨床研修の必修化や、妊産婦の医療機関へ

の受入れをめぐる問題がクローズアップされる中

で、医師不足や偏在に対する社会的関心が高ま

り、その後の、医師確保や偏在対策への強化に

つながっていったことを考えると、医師が特に少な

い地域における医師確保策がより政策課題として

意識されるようになってきたことを反映している可

能性がある。 

 

（２） 医師少数区域の医師確保に向けた兼業医

師の実態把握と地域・出身大学等との関係 

兼業医師割合は、西低東高の傾向にあり、東

北地方や関東地方等を中心として医師が不足し

ている地域で、兼業医師割合が高い。医師少数

区域で勤務する兼業医師の年代に偏りはなく、ど

の年代でも医師少数区域で働く可能性がある。医

師少数区域で働く医師に対する個人的・専門的

サポートの体制の強化が求められると考えられた。 

 

 

E．結論 

 

医師偏在指標の推移についての研究、医師少

数区域の医師確保に向けた兼業医師の実態把

握と地域・出身大学等との関係に関する研究を通

じ、医師養成課程を通じた偏在対策の効果検証

のための基礎資料を得ることができた。 
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